
税理士法人 浅田会計事務所
おかげさまで弊社は昭和４０年１０月の開業以来、皆様の温かいご支援・ご

協力を賜り、昨年には創業５０年を迎えることができました。

時代の変化・環境の変化も激しい昨今、お客様の業種・業態・規模に合わせ

てより専門的でより広範囲なサービスの提供が必要となってきました。

そこで平成２８年１月をもって「浅田益宏税理士事務所」を法人組織化し、

『税理士法人 浅田会計事務所』として新たな一歩を踏み出すこととなりまし

た。

これからは継続企業として、税理士７人を始めとする職員３０人が一丸とな

って豊富な知識と経験に基づく高度に専門化したサービスを提供させて頂く所

存です。また、お客様の悩みを少しでも減らすために、家族以上に親身になっ

て、長期的な視野で解決策を一緒に考え続けて参ります。

次の５０年、またその次の５０年も、お客様および私たち自身の成長を通し

て日本経済の発展に寄与していきたいと考えております。

何卒、今後共ご指導・ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

ホームページを一新しました
『明るく・見やすく・お気軽に』をイメージしてホームページを起ち上げて

から早くも３年が経過しました。一部の方からは『参考にしている』『メンバ

ー紹介がユニーク過ぎる』『毎日更新している所が凄い』などなど、お褒めの

言葉を頂いたりもしておりました。また、閲覧件数も月に約１万人、年間１５

万人以上とのこと。これは、特にお金をかけていない割には驚異的だそうです。

しかし、この３年間で、ホームページの主な閲覧媒体がパソコンからスマー

トフォンに変わったり、メンバー全員の顔写真を載せていましたが新しいメン

バーが増えたり若干見た目が変わってしまった者が居たり、あまり見られてい

ないページがあったりと、老朽化が目立って来ました。

そこで、創業50年を機にリニューアルを実施しました。内容をより一層充実

させるために見直し、ＳＮＳとの連携強化、メンバー紹介の追加などなどを実

行しております。会計事務所の固～いイメージを払拭すべく、爽やかなすっき

りしたデザインに作ってみましたので、一度覗いて頂けると幸いです。
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平成２８年度税制改正のポイント 消費税軽減税率の対象品目

平成２９年４月１日の消費税率１０％引上げ時に，消費税の軽減税率制度が導入されることが平成２８年度与党税

制改正大綱に盛り込まれました。

【軽減税率の対象品目】

軽減税率８％の対象となる課税資産の譲渡等は，次の①～③のとおりです。

①酒類及び外食を除く飲食料品の譲渡

②定期購読契約が締結された週２回以上発行される新聞の譲渡

③保税地域から引き取られる課税貨物（上記①の飲食料品）

【具体的な取扱い】

(1) 飲食料品の譲渡の範囲

食品表示法に規定する食品の譲渡をいい，酒税法に規定する酒類及び外食サービスを除きます。つまり、ペットボ

トルの水は軽減税率ですが、水道水は食品表示基準の適用がないため標準税率となります。また、ソフトドリンクは

軽減税率、グレープフルーツサワーは標準税率、焼酎・グレープフルーツ・炭酸水を個別に購入すると、焼酎は標準

税率、グレープフルーツ、炭酸水は軽減税率となります。

(2) 飲食料品と飲食料品以外の資産が一体となっている資産（一体商品）の取扱い

おもちゃ付き菓子や漆塗重箱入りの高級おせちなどの一体商品については，飲食料品に該当しません。ただし，一

定金額以下の少額の資産であって，その資産の主たる部分が飲食料品から構成されているものについては，その全体

が「飲食料品」として軽減税率の対象となります。現段階では，一定金額については「１万円以下」を想定している

様です。

(3) 飲食料品から除かれる外食の例示

飲食店などが，テーブル，椅子その他のその場で飲食させるための設備を設置した場所で行う「食事の提供」その

他これに類するものが外食に当たるとされています。

軽 減 税 率 と 標 準 税 率 の 対 象 品 目 の 相 違 点

軽減税率（外食に当たらない） 標準税率（外食に当たる）

テイクアウト・持ち帰り・宅配 外食・イートイン

牛丼屋・ハンバーガー店のテイクアウト

そば屋の出前，ピザの宅配

屋台での軽食（テーブル椅子等の飲食設備がない場合），

寿司屋のお土産

コンビニの弁当・惣菜（イートイン・コーナーのある場

合であっても，持帰りが可能な状態で販売される場合）

牛丼屋・ハンバーガー店での店内飲食

そば屋の店内飲食，ピザ屋の店内飲食

フードコートでの飲食，寿司屋での店内飲食

コンビニのイートイン・コーナーでの飲食を前提に提供さ

れる飲食料品（例えばトレイに載せて座席まで運ばれる，

返却の必要がある食器に盛られた食品），ケータリング・出

張料理

(4) 定期購読契約が締結された新聞とは

一定の題号を用い，政治，経済，社会，文化等に関する一般社会的事実を掲載する週２回以上発行される新聞に限

ります。
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